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                    2013年 2月６日 

山梨県北杜市長 白倉 政司 殿 

要望書 
ご存知のように、中部横断自動車道の八ヶ岳南麓部分のルートについて様々な議論がなされて、 

今般、国土交通省により地元説明会が開催され、多くの住民が参加しています。 

昨年、中部横断自動車道八ヶ岳南麓の会等をはじめとする４つの団体の申入れ（「中部横断自動車道建設に関す 

る申し入れ」2012年8月30日）、北杜市別荘の会の「要望書」（2012年9月15日）、国土交通大臣に対する 

5000名を超える署名簿提出など、八ヶ岳南麓を通る高速道路建設に対し、非常に多くの反対、懸念が示されて 

きました。しかしながら、今回の新ルート案でも八ヶ岳南麓を通過することにはなんの変化もなく、 

２回にわたるアンケートを踏まえたとはとても考えられない案を提示してきました。 

 当該の事業計画で、公共事業の透明性をたかめ、事業の必要性が検証できることを目的として、「計画段階評価」

が導入されています。アンケートも地元説明会もその枠組みで行なわれていることは明らかですが、アンケート

方法の稚拙さ、配布の著しい偏り、回収率の余りの低さなど、残念ながら、どれ１つをみてもこれが地元住民の

意向が反映された「コミュニケーション活動」とはとても考えられず、その結果から新ルート案が導きだされた

ということにはなんの科学的な根拠を見いだすことができません。 

 それにもかかわらず、わずか5％という超低回収率でも、住民の意向の50％以上は、国道141号の拡幅等改修

案を選択しました。初歩的なことですが、アンケート回収率が半数超す状態であれば、確率的には大半が国道改

修案を選択したことを意味します。 

 以上のことを勘案すると、まず何よりも、地元説明会に至るプロセスをもう一度、初心に返って「周辺地域の

課題」が本当のところ、どこにあるかを地元住民に丁寧にアンケートで調査する方法を探らなければなりません。

しっかりと科学的な手法で、地元住民と国交省の両サイドが議論に参加し行なうことが、「周辺地域の課題」を住

民の意向に添って解決する残された方法です。説明会での意見聴取は一理ありますが、双方向的なコミュニケー

ションではなく国交省による一方的な意見聴取であり、住民の意向によって高速道路建設が変えられないのであ

れば、計画段階評価システム自体が機能していないという自己矛盾に陥ります。 

 公共事業に関わる政策決定プロセスにどのように国民の意向を反映するかは、国民の元気を育て未来を方向付

ける重要な課題ではないでしょうか。その意味でも、北杜市の行政が大きな役割を持っていると思います。私達

は単なる高速道路建設問題としてではなく、地域の発展をどのように支え、美しい環境を守りながら共生してい

くことを切に祈願しております。建設計画の見直しを含めて、議論を活発にするため、白倉市長の偏りのない見

識を八ヶ岳南麓ルートの解決に役立てて頂きたいと思います。 

 

2013年 2月 6日 
中部横断自動車道八ヶ岳南麓新ルート沿線住民の会 会長 長田佳久 


